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要旨
本研究の目的は、戦略グループ研究の知見を活用し、新医薬を主とする主要企業を対象とし、戦略と同族関与の変化を

描画したいくつかの戦略グループマップを明らかにする。それをもとに医薬品業において同族関与が続いた理由、反対に終
焉した理由を探求することにある。

本研究で明らかとなる事は、第一に、輸入医薬品が同族的戦略志向性を支える安定的な収益源となっていた。第二に、
海外企業の対日戦略強化により、収益構造の安定化をもたらした輸入戦略の選択が難しくなった。最後に、規模の大きな
企業は輸入から輸出へと転換する過程で同族関与が終焉する傾向がみられた。

キーワード
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1.	 はじめに	1

本研究では、医療用薬品を主とする企業の戦略に着目
し、類似した戦略を志向する企業群が存在することを示
したうえで、その現象と同族による経営関与の維持と終
焉という企業統治との関係およびその変化について検討
する。

わが国の医薬品業は、同族が経営に関与する企業が多
い（藤野，2013；倉科，2003；吉村，2007）。世界の医
薬品業を見ると、スイスのロッシュ、ドイツのメルクやベー
リンガー・インゲルハイムのように同族が株式をもとに支
配する同族企業がいくつか存在する（吉森編，2007）。
一方、わが国の同族企業は、同族の持ち株が分散してい
るにもかかわらず経営に関与し続ける企業が多い。さら
に長期存続する企業が多いという特徴もある。しかし近
年では、第一の特徴に変化が生じていることが指摘され
ている。

財 務データと同族 関 与 の関 係 性を調 査した藤 野
（2014a）は、近年、売上高輸出比率を高めた企業群はエー
ザイを除き、同族が経営に関与しない傾向があることを
明らかにした。同研究により、同族が関与する企業が多
いと言われてきた医薬品業界において、同族関与が続く
グループと終焉するグループにわかれ始めた事が示され
た。

同族関与の終焉は、「同族後継者がいない」「同族後
継者が育たない」「同族後継者がビジネスに興味がない」
など、それぞれの企業と結びついた同族の内部事情によ
るものであり、「法則性はない」、という立場はありうる。
しかし、同族の持ち株が分散しているにもかかわらず長
期間関係が続く医薬品業界に着目すれば、一族個々の内
部事情を超えた業界固有の関係維持の仕組みに接近で
きると考える。それは既存論理と異なる新たな論理導出
の糸口になると考える。

さて、医薬品業の特殊事情とは何だろうか。医薬品業
は専業度が高く多角化していない、だから同族が経営す
るのだ（倉科，2003）、と言われている。確かに医薬品
業は食品や化学製品を扱う企業もあるが、それほど多角
化は進んでいない。よって、ほとんどの企業が医薬品の
収益に依拠している。また次の特徴もよく知られている。
一般的に医薬品の研究開発は時間がかかり多額の投資
が必要となる。その一方で、成功確率が低く投資が実を
結ばない事が多い。

加護野（2003；2008）や吉村（2007）は、企業にコミッ
トメントをもつ同族は、持続的な発展を志向し長期的な
視野で経営すると主張する。このような同族経営者の志
向性と上述の医薬品開発に関する特殊事情とがマッチす
る。そうであるが故に医薬品業には同族が経営する企業

が多いと彼らは言う。この彼らの説は、医薬品業におい
て同族関与が続く理由を紐解く上で有力な説であると筆
者は考える。

そこで本研究は、医薬品産業の特殊事情を踏まえたう
えで、各企業の戦略の変化を明らかにし、同族が関与し
続けることが出来た理由を探求するとともに彼らの説を検
討する。その過程において、各企業の戦略選択を俯瞰
的に見る作業に適しているのが戦略グループ（以下SG）
であると考える。本研究では同研究の知見を活用し戦略
の変化を明らかにしていく。本研究の調査・分析により、
大きくは次の3つが明らかとなる。

第一に、ある時期まで輸入戦略を選好する企業が多
かった。さらにその企業群は輸入を得意としない企業群
より売上規模が大きく、競争の優位性を有した。第二に、
1990年頃から輸入戦略の継続が難しくなり、グループ
自体の規模が縮小した。それは海外企業の対日戦略強
化と関連する。第三に、輸入戦略の選択が難しくなった
1990年代以降、同族が経営する企業が減った。ただし
その傾向は、輸出戦略を志向した企業群のみであった。

以上の発見事実をもとに、なぜ同族関与が維持されて
きたのかという問題を考察すると、長期的視野による経
営という同族経営者の特徴と輸入戦略による堅実な収益
獲得手段がマッチした時代があり、それらの関係性が紐
解く鍵となることが浮かび上がる。

2.	 先行研究の整理

2.1　同族企業研究
まず本研究で扱う同族企業とは何かを明らかにしてお

く。既存研究では同族企業の定義は定まっておらず、現
状ではそれぞれの研究者が独自に設定している。本研究
では創業者一族（同族）が社長に就いていることで経営
に関与していると判断し、その企業を同族企業とする。

同族企業を対象とした研究は多種多様存在する。例え
ば、時代別、地域別、産業別に同族企業がどれほど存
在するのかを調査し、各枠組みの特徴を記述した研究が
ある（例えば加護野・吉村・上野，2003；吉村，2007）。
中でも加護野・吉村・上野（2003）は、企業集団や同族
企業を例にとり、Berle and Means（1932）が主張する
経営者支配が進んでいないことを明らかにした。しかし
同研究では、同族による経営関与が続く理由については
必ずしも明確にされていない。

また同族が関与する企業の業績の良し悪しを判別する
研究（Anderson and Reeb，2003；森川，2008；斎藤，
2006）や、いくつかの同族企業の事例にもとづき、同
族後継者選定や同族経営者のあり方などを具体的に指
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南する規範的研究（Rouvinez and Ward，2005）があ
る。さらに、同族企業の独自資源の解明（Zellweger，
Nason and Nordqvist，2012） や 同 族 経 営 者 の 企
業 家 的 活 動 に焦 点を当てた 研 究（Habbershon and 
Williams，2003；加藤，2014）などがあり、これら研
究は同族企業の戦略の特徴を知るうえで示唆に富む。し
かし、個別事例研究の多くは非上場企業を対象としてい
る。その為、意識しているか否かは別として同族による
経営関与が続く事を前提としている。よって、「多くの株
式を保有せず、なぜ同族が継続的に経営に関与し続けら
れるのか」、といった同族関与の永続性に関する議論は
なされていない。

例外的にその問題を取り上げた研究として加護野
（2003）や吉村（2007）がある。彼らの研究では同族関
与が続く理由を「長期的コミットメント」という概念を用
い説明する。

加護野（2003）は、同族がもつ長期的コミットメントは
2つあると言う。一つは、企業に対する愛着である。「同
族は、持ち株比率が低くとも、企業の発展に対し愛着と
いう心理的コミットメントをもっている」（加護野，2003，
198頁）。もう一つは、退出障壁と関連し、「同族が持っ
ている資産のなかで会社の株式は大きな比重を占めてお
り、会社がうまく経営されているかどうかに同族は強いコ
ミットメントをもっている」（加護野，2003，198頁）、と
する。

以上2つのコミットメントをもつ同族は企業の統治者とし
て正当化される。だから経営者に選ばれるのだと加護野

（2003）は指摘する。
加護野（2008）や吉村（2007）は以上の加護野（2003）

の成果を踏襲し、医薬品業に同族企業が多い理由を次の
ように説く。すなわち、医薬品の研究開発は時間がかか
る。その為、長期的な視野で経営する姿勢、永続を第一
と考える家業的な発想、それらが必要とされる。だから
同族により経営が維持されてきたのだと説明する。この
説を本研究では同族維持仮説とする。さらに彼らは、同
族経営者は長期的な視野で経営するとも述べている。彼
らが見出した同族経営者の特徴を本研究では同族的戦
略志向性とする。以降、医薬品業の戦略変化と同族の経
営関与との関係性を経時的に見ていくとともに、彼らの説
を検討する。

2.2　SG研究
本研究では、類似する戦略を志向する企業群を抽出

することを目的とし、SG 研究の知見を活用する。同研
究でよく知られているのが Porter（1980）である（宮元，
2009）。

Porter（1980）はSGを、「ある産業内において戦略次
元で同じか、あるいは類似の戦略をとっている企業のグ
ループ」（Porter,1980；邦訳，183頁）、とする。戦略次
元とはグループを識別する変数であり、グループ探索に
はその選定が重要な意味を持つ。

加えて、SGの意味考察において移動障壁という概念も
重 要となる（Leask and Parker，2007；Mascarenhas 
and Aaker，1989）。移動障壁とは、「企業が戦略上で
の一つの位置から、別の位置へ移動するのを妨げる要因」

（Porter，1980；邦訳，188頁）である。SG間の収益性
の違いはその移動障壁により決まる（Cave and Porter，
1977）。移動障壁が高ければ模倣を妨ぎ、外部からのグ
ループ参入を長期間防ぐ。そしてグループ内企業の競争
力を高め（D’Aveni, 1994）、優位性を維持するための資
源や能力を蓄積する（Cave and Porter，1977）。

一方、ダイナミックな環境であれば、移動障壁の効果
は一時的なものとなる（Dranove, Peteraf and Shanley，
1998）。特に市場成長やイノベーション、そして代替品
の浸透は、既存の移動障壁を形骸化させる（Dranove, 
Peteraf and Shanley，1998）。また市場変動は異なる
競争を生み出し、これまでとは違った移動障壁が形成さ
れ、その障壁に守られた新たなグループが誕生する。

SG 研究の意義をPorter（1980）は、競争者が現在ど
のように市場へアプローチしているか判断するためのSG
マップ（以下マップ）を提供することにあるとする。反対
にSGの特定に不可欠な戦略次元は、客観的に決めるこ
とが難しく普遍的でない。よってアドホックな側面を持た
ざるを得ない（山田，1994）、という批判がある。

本研究では、以上の批判があることを承知した上で、
類似する戦略を志向するグループを抽出することを目的と
しSGの知見を活用する。そして一期間のみでならず長期
間観察し、グループ内企業の入替や新たなグループの形
成を明らかにし、医薬品業界の競争状態の動態的変化に
接近する。

3.	 医薬品業の戦略次元の検討と分析枠組

3.1　医薬品の種別
医薬品には種類があり、各企業がどれを戦略商品と位

置付けるかで競争する市場が異なる。
医薬品は大別すると、医療機関で処方されるような医

療用医薬品と、ドラックストア等で購入できる一般用医薬
品にわかれる。前者の医療用医薬品は新医薬品と後発
医 薬 品（Generic Medicines：以下 GE）2にわかれる。
本研究は医療用の中でも新医薬を主とする企業を対象と
し分析を進める。調査対象ついては4.1で述べる。
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さて、新医薬の中でも開発が難しく新規的とされるの
が新有効成分含有医薬品である。新有効成分含有医薬
品とは、「すでに承認を与えられている医薬品、および日
本薬局方に定められている医薬品のいずれにも有効成分
として含有されない成分を有効成分として含有する医薬
品」（日本医薬品卸業連合会広報部編，1995，123-124頁）
であり、承認されれば薬価加算の面から多くの収益が見
込める（西村，2009）。

新医薬には新有効成分含有医薬品の他、新投与経路
医薬品や新効能医薬品、新剤形医薬品、新用量医薬品、
新医療用配合剤が含まれる3。安田・小野（2008）は、
以上の種別ごとに臨床開発期間を調査している。そこで
は、新有効成分含有医薬品の開発期間が最も長く、新用
量医薬品や新医療用配合剤の約2倍に達することが示さ
れている。

近年、新たなシーズが枯渇し、新有効成分の発見が難
しくなっている（青井・中村，2003；今，1999）。そのため、
新薬を上市した後も改良に取り組み、新効能や新剤形な
どの適 応拡 大に向けた開発 が 行われている（西村，
2009）。西村（2009）は、2007年度上位67品目中、約8
割が適応拡大の医薬品であるとする結果を示している。
ただし、適応拡大という研究開発手法は、新薬を開発し
なければ意味をなさない。その点から、数としては少数
に分類されるかもしれないが、医薬品業の研究開発力を
はかる一つの指標として新有効成分含有医薬品とそれに
準ずる4医薬品の承認動向は、意義深いデータと考える。
本研究ではそれらをNCE（New Chemical Entity）5と
し同薬の承認動向に着目する。

3.2　NCEの承認件数調査
NCEは承認までの手順の違いにより、国内単独、国

内共同、輸入単独、輸入共同の4つに分類される。『薬
事ハンドブック』を参照すると、日本企業が開発し承認
を取得したNCEは「製造承認」に分類される。その承
認を単独で行うか、複数の企業で行うかによりNCEはさ
らに2つの区分が追加される。本研究では前者を国内単
独 NCEとし、後者を国内共同NCEとする6。他方、海外
企業が開発した医薬品もしくは技術や原料を輸入し開発
を経て承認されたNCEがある。本研究ではそれを輸入
NCEとする。輸入 NCEも国内NCEと同様、単独と共同
にわかれる。

ここでまず、各企業の戦略変化を見る前に、わが国全
体のNCEの承認件数の推移を明らかにする。同調査は『薬
事ハンドブック』を参照する。

図1：主要企業別NCE承認件数の推移

出所：筆者作成 

調査期間は1970年から2009年である。その調査期間
を10年単位で括り、既述の4分類の承認件数の推移を示
したものが図1である。

図1では、グラフ上部に各期に承認されたNCEの総件
数を記述した。その他、輸入単独 NCEのみ補足として
日本企業が承認取得した件数を括弧内に記述した。輸
入単独 NCE件数からそれを引いた残りは、海外子会社
や日本企業との合弁会社が承認取得した件数となる。図
1によれば、大きくは次の4つの特徴が読み取れる。

第一に、1980年代を頂点とし総承認件数が減っている。
第二に、2つの国内NCEより同輸入 NCEのほうが多い。
第三に、最も多いのが輸入単独 NCE である。最後に、
輸入単独 NCEの中でも日本企業が取得した件数（括弧
内数値）に着目すると、1970年代が92件、1980年代が
75件、1990年代が41件、2000年代が34件となっている。
このように、日本企業が承認取得した輸入単独 NCEの
承認件数は、1990年頃から大幅に減少している。この結
果は注目に値する。

3.3　戦略次元の選定
本研究ではSGの特定に不可欠な戦略次元を売上高輸

出比率と輸入 NCEの承認件数と定める。
前述の通り藤野（2014a）は、輸出比率を高めた企業

は同族経営者が交代する傾向があることを見出している。
ただしその理由については考察していない。そこで、そ
の現象の再現を企図し、売上高輸出比率を第一の戦略
次元とする。

もう一つの戦略次元に輸入 NCEの承認件数を採用す
る。選定理由は次の3つである。

第一に、1990年代以降、日本企業による輸入 NCEの
承認件数が減少したという結果を3.2で示した。この結果
は、ある時期まで輸入薬が医薬品業の製品群の充実化
に寄与したことを意味する。輸入 NCEの承認件数の増
減に着目すれば、SG 論が展開する「競争の優位性をも
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つ企業群」の発見に結び付くと考える。
第二に、輸入製品や輸入技術は、他企業との競争に

おいて有効な手段となった（長谷川，1986；日本薬史学
会編，1995）。またマウラー（1989）は、基礎研究費が
発生せずコスト軽減効果がある。そして、開発企業の資
料を活用でき研究開発期間が短縮できる。その2つの効
果を指摘している。

他にも、製品や技術を輸入し承認取得する過程で、創
薬技術のみならず、管理手法や経営手法を学ぶことが出
来た（原，2007）。

一例をあげると、藤澤薬品工業（現アステラス）は、
1961年に英国のNRDC（英国国立研究開発公社）からセ
ファロスポリンCを導入した。その契約金は当時の藤澤
の年間研究費実績の7.7%に相当した（藤澤薬品工業株
式会社編，1995）。藤澤にとって決して安くはない契約
金であるにもかかわらず、「最終的には、常務取締役の『や
ろうじゃないか、損をしても技術をみがくための授業料を
支払ったと思えばよいではないか』という発言が大勢を
決し、社長藤澤友吉の決断につながった」（藤澤薬品工
業株式会社編，1995，164頁）。この事例から、輸入取
引は知識や技術獲得に向けた先行投資という意味があっ
た事が伺える。

述べてきた通り、輸入取引は眼前の収益獲得のみなら
ず、将来の収益獲得につながる開発力や経営手法といっ
た組織能力向上にも寄与した。そうであるならば、輸入
に積極的な企業ほど効果的かつ持続的な収益獲得手段
を形成できたと考えられる。

第三に、技術導入した製品は物質特許制度のある国に
輸出できない（松居，1973）、というデメリットがあった。
このように輸入と輸出は表裏一体の関係にあり、輸出比
率と輸入にかんする動向をあわせて調査することで、動
態的な競争状態を描画出来ると考える7。

さて、1990年以降、輸入 NCEの承認件数が減少した
ことを示したが、減少理由として次の2つが考えられる。

第一に、シーズ枯渇に伴い全体的にNCEの承認件数
が減った。総承認件数の減少は、輸入可能な新薬の減
少に直結すると考える。そのような中、海外企業は取引
企業の選別を進めた。マウラー（1989）は一つの例として、

「何か貴社から一ついただければ、わが社も一つ差し上
げましょう」、このような取引条件の変化を指摘している。

第二の理由は、海外企業の対日戦略強化である。日本
の医薬品市場には独自の商慣行が存在した（日本薬史学
会編，1995）。その商慣行は特異なもととして海外の実
務家に映っていた8。医薬品の取引システムは海外と比べ
複雑であった。その為、海外企業は直接進出するのでは
なく、日本企業と合弁企業を設立するなど、間接進出が

ほとんどであった（原，2007；長谷川，1986）。そのよう
な中、MOSS 協議、その後のICHといった協議により、
いくつかの規制が緩和された。規制緩和は海外企業の対
日戦略の強化を促した。結果、直接進出が進み日本企業
の輸入が減少した。

3.4　仮説
これまで本節では、NCEの承認動向を踏まえたうえで、

SG 抽出に不可欠な戦略次元を選定し、その妥当性を述
べてきた。筆者の指摘に従えば、わが国の医薬品業にお
いて、輸入医薬が企業の競争優位の形成に寄与してきた
ことは明らかである。よって、輸入 NCEを戦略次元とす
れば競争優位な企業群、換言すれば、わが国の医薬品
業の成長モデルを踏襲した企業群とそれが出来ない（行
わない）企業群が抽出できると推測される。

さらに藤野（2014a）が見出した戦略と同族関与関係性
の再現を企図し、売上高輸出比率をもう一つの戦略次元
とすると述べた。それにより、さらに細かくグループ化さ
れるであろう。

このように戦略の違いにより調査対象をグループ化し、
そのグループごとに同族関与に違いが生じていることを
見出すことが出来れば、同族関与の維持理由を紐解く鍵
となりえると考える。それをもとに、SG 論における重要
な概念たる移動障壁と同族的戦略志向性との関係性、そ
して移動障壁と同族維持仮説との関係性を議論すること
で、同族による経営関与の維持にかんする考察が深まる
と考える。そこで本研究の作業仮説を、「わが国の医薬
品業が採用するSG の違いと、SG間の移動障壁が、同
族の経営関与の維持・終焉に影響を与える」とする。次
節以降、それを検討する。

4.	 SGと同族関与の関係性調査と結果

4.1　調査概要
本研究の調査対象は、2009年度売上高上位40社の医

薬品業の中で、新医薬を主とする21社である。ただしデー
タ入手が難しい企業が数社あった9。それらを除いた、武
田薬品工業、塩野義製薬、エーザイ、アステラス（前藤
澤薬品工業および前山之内製薬）、第一三共（前第一製
薬および前三共）、中外製薬、大日本住友製薬（前大日
本製薬）、科研製薬、あすか製薬、持田製薬、小野薬品
工業、みらか、キッセイ、栄研化学の14社（合併前16社）
とする。

調査期間は1970年から2010年である。調査項目は、
社長の出自、総売上高、輸出売上高、承認取得した
NCEの件数である10。
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4.2　調査と結果
4.2.1　調査データ概観とSGの選定基準

戦略次元と関連する調査対象のNCE 承認件数および
輸出比率等をまとめたものが表1である。表1は調査期間
を10年単位で括り各年代の動向を示している。前節では
1990年以降、輸入単独 NCEが減少していることを明ら
かにした。表1を見るとその傾向は調査対象にも当てはま
ることが読み取れる。

さて、戦略次元の一つとして輸入 NCEを採用している
が、SGを特定する際、総承認件数占める国内単独 NCE
比率も重要な意味を持つ。

表1によれば、輸入 NCEの件数が平均以上であり、か
つ総承認件数に占める国内単独 NCEの比率が高い企業
が存在する（例えば1970年代の武田）。このような企業は、
輸入を得意としながら自社開発でも結果を残してきたと解
釈できる。よって同じ承認件数であったとしても、「輸入
のみ」（例えば1970年代の塩野義）と「輸入＋自社開発」（例
えば1970年代の武田）とでは収益構造が異なると推測さ
れる。

以上の事を踏まえ、本研究におけるSGの選別基準は、
まず各年代において輸入 NCEの件数が平均を上回る企
業を「輸入SG」、平均に満たない企業を「自社SG」とす
る11。ただし輸入 SGに該当する企業の中で、総承認件
数および国内単独NCEが平均以上であれば輸入SGの「バ
ランス型」、そうでなければ「特化型」とする。

もう一つの戦略次元である売上高輸出比率にもとづく
SG選別は次の基準で行う。表1によれば、1990年代まで
同値平均はかなり低いことが読み取れる。よって、同年
代まで輸出を得意とする企業が少なかったと言え、輸出
比率が平均を上回っていたとしても必ずしも輸出型とは言
えない。そこで、2000年代のみ平均を上回った企業を「輸
出型」、同年代において平均を下回った企業と、1990年
代以前を「国内型」に分類する。

以上の枠組みでSGを分類すると、2000年代のみ、自
社SG（輸出型）、自社SG（国内型）、輸入SG（バランス型：
輸出型）と輸入 SG（バランス型：国内型）、輸入 SG（特
化型：国内型）の5つ、それ以前は3つのSGとなる。

調査対象を各SG に分類したものが表2である。表2で
は各年代の枠組みの下部に各SGに該当する企業の売上
高平均を示している。

また各企業のポジショニング、同族経営者の出自、売
上高を示したものが図2である。なお両図表における調
査期間の扱いは表1と同じである。加えて図2では、社長
の出自をもとに、社長が同族であれば黒円（●）、異なれ
ば白円（○）で図示している。

ポジショニングの構成は2つの戦略次元にもとづく。ま

ず横軸は各年代の輸入 NCEの承認件数の合計である。
一方縦軸は、各企業の総売上高に占める輸出売上高の
比率の期間平均である。加えて円をさらに活用し、総売
上高期間平均の多寡を示す。円が大きいほど同値が高
いことを意味する。それらをもとに描画したマップ（図2）
から読み取れる各年代の特徴を次にまとめる。

表1：各NCE件数及び財務データまとめ12

国内計 単独 共同 輸入計 単独 共同 売上 輸出売上高

武田 20 13 13 0 7 4 3 65.00% 246,594 13,115 5.32%
塩野義 11 4 3 1 7 3 4 27.27% 79,671 1,153 1.45%
エーザイ 9 8 7 1 1 1 0 77.78% 49,863 2,944 5.90%
中外 8 4 3 1 4 3 1 37.50% 36,269 761 2.10%
大日本 10 4 3 1 6 6 0 30.00% 27,452 324 1.18%
山之内 7 5 4 1 2 0 2 57.14% 46,969 572 1.22%
藤沢 16 5 4 1 11 8 3 25.00% 69,895 3,374 4.83%
第一 10 3 2 1 7 2 5 20.00% 40,392 3,829 9.48%
三共 20 9 6 3 11 5 6 30.00% 83,215 1,527 1.84%
小野 5 5 5 0 0 0 0 100.00% 14,352 262 1.82%
あすか 1 0 0 0 1 1 0 0.00% 7,345 0 0.00%
持田 4 0 0 0 4 4 0 0.00% 15,430 278 1.80%
期間平均 10.1 5.0 4.2 0.8 5.1 3.1 2.0 39.14% 59,787 2,345 3.08%

国内計 単独 共同 輸入計 単独 共同 売上 輸出売上高

武田 16 13 7 6 3 2 1 43.75% 538,935 30,321 5.63%
塩野義 17 6 4 2 11 7 4 23.53% 216,768 2,056 0.95%
エーザイ 10 6 4 2 4 2 2 40.00% 134,961 7,961 5.90%
中外 2 1 1 0 1 0 1 50.00% 101,841 3,061 3.01%
大日本 12 4 3 1 8 4 4 25.00% 73,123 989 1.35%
山之内 14 9 5 4 5 0 5 35.71% 112,589 5,400 4.80%
藤沢 9 2 2 0 7 2 5 22.22% 180,329 10,232 5.67%
第一 10 5 4 1 5 3 2 40.00% 102,175 7,259 7.10%
三共 18 8 7 1 10 2 8 38.89% 229,370 3,306 1.44%
小野 5 4 1 3 1 0 1 20.00% 48,522 362 0.75%
あすか 1 1 1 0 0 0 0 100.00% 16,839 0 0.00%
持田 9 4 1 3 5 5 0 11.11% 45,613 1,248 2.74%
科研 7 3 0 3 4 2 2 0.00% 28,428 730 2.57%
栄研 1 1 1 0 0 0 0 100.00% 10,806 184 3.22%
みらか 2 1 0 1 1 1 0 0.00% 31,750 760 3.04%
キッセイ 4 2 1 1 2 2 0 25.00% 15,842 32 3.20%
期間平均 8.56 4.38 2.63 1.75 4.19 2.00 2.19 35.95% 117,993 4,619 3.21%

国内計 単独 共同 輸入計 単独 共同 売上 輸出売上高

武田 11 10 10 0 1 0 1 90.91% 764,171 79,114 10.35%
塩野義 10 6 3 3 4 1 3 30.00% 342,610 3,185 0.93%
エーザイ 8 6 4 2 2 0 2 50.00% 250,100 20,002 8.00%
中外 3 3 2 1 0 0 0 66.67% 153,383 8,579 5.59%
大日本 4 2 2 0 2 2 0 50.00% 134,287 1,510 1.12%
山之内 11 6 5 1 5 0 5 45.45% 380,848 48,890 12.84%
藤沢 7 3 3 0 4 2 2 42.86% 230,678 29,377 12.74%
第一 7 4 2 2 3 1 2 28.57% 211,921 21,435 10.11%
三共 9 7 2 5 2 0 2 22.22% 413,625 45,289 10.95%
小野 3 3 0 3 0 0 0 0.00% 100,436 896 0.89%
あすか 2 0 0 0 2 1 1 0.00% 23,662 0 0.00%
持田 3 2 0 2 1 1 0 0.00% 61,764 291 0.47%
科研 3 3 0 3 0 0 0 0.00% 64,825 2,092 3.23%
栄研 1 1 1 0 0 0 0 100.00% 21,672 278 5.94%
みらか 1 1 0 1 0 0 0 0.00% 28,396 1,928 5.60%
キッセイ 5 1 0 1 4 3 1 0.00% 46,394 147 5.96%
期間平均 5.50 3.63 2.13 1.50 1.88 0.69 1.19 32.92% 201,798 16,438 5.92%

国内計 単独 共同 輸入計 単独 共同 売上 輸出売上高

武田 1 0 0 0 1 0 1 0.00% 1,157,766 491,171 42.42%
塩野義 9 7 2 5 2 0 2 22.22% 275,614 14,358 5.21%
エーザイ 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 538,704 289,035 53.65%
中外 8 5 5 0 3 2 1 62.50% 289,623 26,702 9.22%
大日本 11 9 2 7 2 2 0 18.18% 203,042 7,553 3.72%
アステラス 9 5 3 2 4 0 4 33.33% 869,648 383,215 44.07%
第一三共 7 4 3 1 3 2 1 42.86% 893,917 269,331 30.13%
小野 7 7 1 6 0 0 0 14.29% 138,394 2,684 1.94%
あすか 1 0 0 0 1 0 1 0.00% 24,611 0 0.00%
持田 3 3 3 0 0 0 0 100.00% 68,039 181 0.27%
科研 2 1 1 0 1 1 0 50.00% 75,183 4,027 5.36%
栄研 1 1 1 0 0 0 0 100.00% 22,969 239 1.04%
みらか 1 1 0 1 0 0 0 0.00% 73,780 8,123 11.01%
キッセイ 2 2 0 2 0 0 0 0.00% 60,882 1,180 1.94%
期間平均 4.43 3.21 1.50 1.71 1.21 0.50 0.71 31.67% 335,155 106,986 15.00%

2000年代

総承認
件数

国内承認件数 輸入承認件数 期間平均（単位：百万円） 売上高輸
出比率

国内単独
NCE比率

1990年代

総承認
件数

国内承認件数 輸入承認件数 期間平均（単位：百万円） 売上高輸
出比率

国内単独
NCE比率

1970年代

1980年代

国内承認件数 輸入承認件数総承認
件数

売上高輸
出比率

期間平均（単位：百万円）

総承認
件数

国内承認件数 輸入承認件数 期間平均（単位：百万円） 売上高輸
出比率

国内単独
NCE比率

国内単独
NCE比率

出所：筆者作成
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4.2.2：1970年代

まず1970年代をみると、自社SGはエーザイ、山之内、
中外、持田、小野、あすかの6社が該当し、全て同族が
社長に就いていた。同グループの平均売上高は約284億
円であった。残り6社が輸入SGである。その中で武田は
国内単独 NCE 比率が高い。よって武田は輸入SGである
がバランス型と位置付けられる。武田を除く塩野義、三共、
藤澤、第一、大日本は特化型の輸入 SGに該当する。そ
の両方を合わせた輸入 SG の平均売上高は約912億であ
り、自社SGの3倍以上を示している。中でも塩野義と藤
澤は同族が社長に就いていた。

4.2.3：1980年代

次に1980年代をみると、これまで対象としていない科
研製薬、栄研化学、みらか、キッセイが加わる。前期
から移動が生じたのは山之内と持田（自社 SGから輸入
SG）の2社である。その2社を含む輸入 SG（特化型）6
社の売上平均は約1,430億円であった。中でも藤澤、山
之内、持田では同族が社長に就いていた。他方、武田
が輸入 SG（バランス型）から自社 SGに移動している。

武田を含む自社 SGは9社あり、平均売上高は約1,031億
円であった。その中で同族が関与する企業は、エーザイ、
中外、みらか、あすか、キッセイの5社であった。

4.2.4：1990年代

1990年代、自社 SG は7社あり、武田、中外、持田、
栄研の4社で同族が社長に就いていた。同SG の平均売
上高は1,806億円であった。

一方、輸入SGの特化型は6社あり、塩野義、キッセイ、
あすかの3社の社長が同族であった。同SGのバランス型
は3社あり、エーザイのみ同族が社長に就いていた。特
化型の売上平均は約2,480億円、バランス型の売上平均
は約2,872であった。それらから、1990年代も自社SGよ
り輸入SG の売上が多いことがわかる。

なおキッセイとあすかは、自社SGから輸入SGにシフト
している。しかし、総 NCEの承認件数を見ると、キッセ
イが5件、あすかが2件、その中で輸入 NCEの承認件数
が4件と2件となっている。この結果にもとづけば、両社
は1990年代に輸入取引を強化したことで総承認件数が
増加したと強く推察される。

図2：新医薬を主とする企業を対象としたマップとその変化13

出所：筆者作成 

武田

塩野義

エーザイ

中外

大日本

山之内藤沢

第一

三共

小野
あすか

持田

科研 栄研

みらか

キッセイ

-3%

-1%

1%

3%

5%

7%

9%

11%

13%

15%

-2 -1 0 1 2 3 4 5 6

売上高輸出比率

輸入NCE（件数）

1990年代 総売上高（円）

武田

塩野義

エーザイ

中外
大日本

アステラス

第一三共

小野（○）

あすか持田（●）

科研

栄研（○）

みらか

キッセイ（●）

-50%

-30%

-10%

10%

30%

50%

70%

-2 -1 0 1 2 3 4 5

売上高輸出比率

輸入NCE（件数）

2000年代 総売上高（円）

武田

塩野義

エーザイ

中外

大日本

山之内

藤沢

第一

三共

小野

あすか
持田

-6%

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

-2 0 2 4 6 8 10 12

売上高輸出比率

輸入NCE（件数）

1970年代 総売上高（円）

武田

塩野義

エーザイ

中外
大日本

山之内

藤沢

第一

三共
小野

あすか

持田

科研栄研
みらか

キッセイ

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

-4 -2 0 2 4 6 8 10 12

売上高輸出比率

輸入NCE（件数）

1980年代 総売上高（円）



8

4.2.5：2000年代

最後に2000年代を見ていくと、これまでと比べ輸出比
率が大きく伸びた企業が数社ある。武田、エーザイ、第
一三共、アステラスの4社がそれに該当し、それらの売
上高は国内型より多い。またアステラスと第一三共は、輸
入 NCEの承認件数が少なくなっている。この事から平均
で分類する本研究の枠組みでは輸入SGに分類されるが、
実際は輸入取引が減少したことは明らかである。また輸
出型で同族が社長に就く企業はエーザイのみとなってい
る。

1990年代まで企業数が多く、売上規模の点で優位性
を維持していたのが輸入SGであった。2000年代に入り、
輸入 SGの特化型は塩野義と大日本の2社のみとなった。
しかも平均売上高が自社SG 全体をわずかに下回ってい
る。

表3：SG別業績14

バランス型 特化型

武田 塩 野 義 、 三 共 、
藤沢、第一、大日本

約2,466億円 約601億円

第一 塩 野 義 、 三 共 、
藤 沢 、 山 之 内 、
大日本、持田

約1,021億円 約1,430億円

山 之 内 、
エ ー ザ イ 、
藤沢

塩 野 義 、 三 共 、
第 一 、 大 日 本 、
あすか、キッセイ

約2,872億円 約2,480億円

第 一 三 共 、
アステラス

約8,818億円

中外 塩野義、大日本

約2,900億円 約2,393億円

1970
年代

1980
年代

1990
年代

国
内
型

国
内
型

国
内
型 約2,260億円

約1,371億円

国
内
型

武田、中外、持田、小野、
科研、栄研、みらか

輸
出
型

約912億円

武田、エーザイ

約8,482億円

約663億円

小野、科研、キッセイ、持田、
みらか、栄研、あすか

約1,806億円

約1,031億円

約284億円

自社戦略G
輸入戦略G

エーザイ、山之内、中外、
持田、小野、あすか

武 田 、 エ ー ザ イ 、 中 外 、
小野、科研、栄研、キッセイ、
あすか、みらか

2000
年代

自社戦略G：約2,400億円 輸入戦略G：約5,064億円

注）表内の値は各SGに該当する企業の売上高の平均を
示したものである。
出所：筆者作成

さらに輸入SGの中でも第一三共やアステラスが該当す
るバランス型は、売上平均が特化型の2倍以上となってい
る。そのことから、輸入 SGであっても輸出にシフトでき
た企業は規模拡大を実現し、出来なかった企業は低成長
となったと解釈できる。

他方、自社 SG国内型を見ていくと、平均売上高が低
いことが読み取れる。同グループの平均売上高は約663
億円となっており、自社戦略を志向する企業の中でも輸
出型グループと比して約10分の1の規模となっている。そ
して、同族が社長に就く企業が多いという特徴もみられ
る。

5.	 議論：戦略と同族の関与の関係性

これまでの調査結果をまとめると次のようになる。第一
に、医薬品業には同族が関与する企業が多いと言われて
きた。本研究の調査開始時の1970年を見ると、半数以
上が同族企業であった。しかし、終点の2010年には14社
中4社となった。よって、同族企業が多いといわれてきた
が、近年ではそれが減少していることが確認された。

第二に、わが国で承認された NCEを整理すると、輸
入単独 NCEの承認件数が最も多かった。一方で、日本
企業が承認取得したそれは、1990年以降、減少傾向に
あることが示された。

第三に、1990年代までは輸入戦略を志向する企業は
売上規模が大きく、競争優位を形成するグループとなっ
ていた。しかし、売上規模が徐々に減少しグループ自体
の規模が縮小した。

最後に、2000年以降、同族関与の点で自社SGが二極
化傾向にあることが明らかとなった。一つは、輸出型で
ある。同グループはエーザイのみ同族による経営関与が
続く。もう一つは国内型である。自社 SG の中でも国内
市場を中心とする同グループは、同族が経営に関与する
企業が今でも多い。

5.1　輸入SGの移動障壁と海外企業の参入障壁の
関係性
海外企業が日本企業と取引する際、研究開発力や販売

力といった能力や物的設備が整っているか否かが重要な
選定要件であったと推測される。それに加え、知名度も
選択基準の一つとして重要視されたようである。

例えばエーザイの2代目社長内藤祐二氏は、創業者内
藤豊次氏と海外企業の視察に出かけた際、現地企業に
輸入取引を持ちかけたが、「知名度が低いため、向こう
が相手にしてくれなかった」（毎日新聞朝刊，1989年7月
21日，10面）と述べている。エーザイのエピソードにもと
づけば、知名度が低くければ海外企業に相手にされない。
その為、輸入取引を始めることが難しかったことが伺え
る。

ところでなぜ、海外企業は日本企業と合弁会社を設立
し日本市場に進出するといった間接的進出を選択したの
であろうか。その理由は、日本市場に直接進出を阻む障
壁が存在したからである。その障壁とは、わが国固有の
商慣習や法制度がつくりだした取引のルールである。

日本企業の立場でその障壁の意味を考えると、海外企
業の市場参入を抑止する障壁が存在したことで、医薬品
や技術を輸入することができた。輸入取引は、眼前の収
益をもたらす効果のみならず、技術や知識の学習効果が
あり、それは後の収益獲得手段の形成に寄与した。前述



9

の藤澤のエピソードはそれを表している。
以上のことから、海外企業を阻む参入障壁は、間接的

に輸入 SG の移動障壁となり、同グループの競争の優位
性を高め、さらに持続させる効果があったと指摘できる。

しかしながら、1980年代後半から進められたMOSS
協議等の結果、各種規制が緩和され固有の商慣習が形
骸化し参入障壁が崩れた。それに伴い、海外企業は対日
戦略を強化し、日本の医薬品業を介さず取引するように
なった。その結果、輸入SGは競争の優位性を失い、最
終的にグループ自体が消滅に向かった。

5.2　同族的戦略志向性と輸入戦略の関係性
本研究ではNCEの承認件数に着目してきた。NCEの

中で最も研究開発に時間がかかり多額の投資を必要とさ
れるのが国内単独 NCEである。しかも開発に失敗し投
資が無駄になる可能性が極めて高いという側面もある。
しかし、成功すれば最も大きなリターンを得ることが出来
るのが国内単独 NCEである（藤野，2014b）。

さて、多くの同族経営者は、長期的な視野で経営する
（加護野，2008；吉村，2007）、と言われている。そのよ
うな同族的戦略志向性は、以上述べた国内単独 NCEの
製品化特性と親和的であると考えられる。

同族関与の維持という視点で見れば至極当然である
が、そもそも企業が存続できなければ関与することがで
きなくなる。その為、成長もしくは存続できるように戦略
を練る必要がある。医薬品業界の特殊事情を踏まえれ
ば、戦略立案に不可欠なものは、長期的な視野とリスク
負担、そして投資に不可欠な「カネ」をどう調達するか、
それらが重要であることは理解できる。そうすると、同
族的戦略志向性と医薬品業の特性がマッチしていたとし
ても、長期投資を可能とする「カネ」を生み出す方法が
なければ企業が存続できなくなる。

本 研究の調査により、輸入 SG は自社 SGと比して、
2000年頃まで平均的に多くの売上を実現してきた。同グ
ループの収益源である輸入 NCEは、海外企業が開発に
成功した医薬品であり、製品化のノウハウがある（マウ
ラー，1989）。よって低リスクを所与とし、コスト負担が
少なく短期間で商品化できる。さらに薬価によって販売
価格が一定程度維持されており、輸入医薬だから販売価
格が低いということはない。

以上の事から、輸入 NCEの承認件数が増すほど収益
が増加したと考えられる。そうであるならば、長期的な
視野の経営、つまり同族的戦略志向性を支えリスク負担
をも可能とした「カネ」は輸入薬によりもたらされたと言
える15。

ただし、すべての企業が輸入戦略を選択し、それを強

化できたわけではない。物的設備が整い、創薬や販売
の能力が高い企業であったとしても、海外企業との関係
性を強化できなければ、その戦略を選択することが出来
なかった。

5.3　輸出戦略への転換に伴う移動障壁の移動
本研究により、医薬品輸入が活発な時代は、売上高輸

出比率が低く、さらに同族企業が多いことが明らかとなっ
た。

輸入医薬品が収益の安定化に寄与したことは前述の通
りであるが、その安定状態は海外企業の対日戦略強化に
より変動した。その環境変動を認知し、よりリスクを選
好し自社開発を進め、対外戦略を強化することで輸出比
率を高める企業が出てきた。そして輸出比率を高めた企
業群は、輸出比率の低い企業と比べ売上規模の点で競
争の優位性を築いた。

以上の事実関係にもとづけば、輸入から輸出へと企業
成長の仕組みが変わった事は明らかである。SG 論にも
とづけば、その現象は移動障壁が移動したと解釈可能で
ある。

さて、輸出比率を高めた企業をみると、海外市場で通
用する新薬を導出している。一例をあげると、武田のリュー
プリン、山之内のガスター、三共のメバロチン、エーザ
イのアリセプトがそれに該当する。それらは自社開発の
NCEの中でも画期的新薬と位置づけることができる。近
年、競争優位を形成する自社SG 輸出型の移動障壁はそ
のような画期的新薬の導出と関係すると推測される。

画期的新薬は、国内単独 NCEと同じように長期的な
投資を必要としリスクも高い。そうであるならば、その製
品化特性と同族的戦略志向性は親和的であり、自社開
発強化と連関した輸出戦略の担い手として同族経営者が
選ばれても良いはずである。しかし本稿の調査結果では、
輸出比率を高めた企業群は、同族の経営関与が終焉に
向かう傾向が見られた。

以上のように、論理と矛盾するかのような事実関係が
明らかとなった。矛盾が生じる理由として、大きくは次の
2つが考えられる。

まず、輸出戦略への転換と直接関係なく、輸入医薬が
もたらした安定的な収益構造の崩壊が同族関与の終焉に
結び付いたと考えることができる。

もう一つは、収益構造を二次要因とみなし、輸出戦略
にシフトした時期に起こった技術革新や法制度の変化と
関連するという考え方である。前者はゲノム創薬やIT 活
用などの技術革新、後者は、例えば海外企業の参入が
容易となった2007年の改正薬事法が挙げられる。同法に
より、製造拠点を日本に設置する必要がなくなり、また
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アウトアウトソーシングが容易となった。
以上を一例とした技術や法制度の変化は、医薬品の

プロダクトサイクルの短縮化や新たなシーズの発見につな
がった。その結果、競争の優位性を維持しようとする企
業は、変化した競争ルールに対応し、これまでとは異な
る競争に身を置かざるを得なくなった。

もちろん、全ての企業がその競争を志向したわけでは
ない。結果的に輸出比率を高めた企業は売上規模を拡大
しており、輸出戦略を志向する企業が医薬品業の高成長
モデルとなった。反対にそれができない企業は高成長モ
デルから逸脱する結果となった。

新たな競争環境下では、短期的成果が求められるよう
になった。そこでは、長期的な視野と短期的な成果の両
方が重要視されるようになった。よって、より成長を志向
する同族企業は、同族的戦略志向性や長期的なコミット
メントといった同族経営者の特質だけでは経営者として
の正当化されなくなったのではないだろうか。

ただし以上のような筆者の見解、特に近年の産業構造
の変化と戦略変化の理解、そしてそれら変化と同族交代
が結びつくという主張は常識的である、という批判が考
えられる。その批判にこたえるために次の課題を克服す
る必要がある。

これまで、 和 漢 薬（～ 1867） から輸 入 薬（1868 ～
1914）、そして国内製造開始（1915 ～ 44）欧米技術の導
入（1945 ～ 60）、さらに国産新薬開始（1960以降）、と
いった構造変化がわが国で起こっている（桑嶋・小田切，
2003）。

1990年代まで同族企業が多いという本研究の結果にも
とづけば、上述のいくつかの構造変化を同族企業として
乗り越えてきたことは自明である。なぜこれまでの構造変
化期に同族企業は終焉せず、近年の構造変化で終焉した
のだろうか。それを理解せず構造変化と同族交代とを結
び付けることは早計であろう。過去の構造変化の具体的
な内容を解明した上で、現代の構造変化と何が違うのか、
そしてそれと同族交代と因果関係があるのか考察する必
要がある16。

5.4　成長モデルからの逸脱と同族関与の維持
これまで述べてきたとおり、規模の拡大を競争優位と

捉えると、わが国の医薬品業の成長モデルは、1990年
代までは輸入戦略の強化、それ以降が輸出戦略の強化
であったと理解できる。医薬品業を取り巻く環境は同じ
はずなのに、自社SG国内型に該当する企業は、これま
で輸入戦略を強化してこなかったのであろうか。さらに、
近年ではなぜ対外戦略を強化しないのだろうか。

輸入戦略を志向できなかった理由は移動障壁が存在し

たからである。移動障壁が制約を課す中、自社SG国内
型は市場や薬効領域を限定しつつ成長を実現してきた。

藤野（2014a）では、輸出比率の低い企業群は販売す
る薬効が偏っていることを明らかにしている（例えば持田
は循環器系の比率が約67%、みらかでは診断用薬の比率
が約80%）。その結果にもとづけば、近年の自社SG国内
型は、成長モデルを志向する企業群（現輸出型や過去の
輸入 SG）と異なる戦略を志向し、異なる競争を展開し
ながら漸進的に成長してきたと推測される。いわば二番
手企業として成長を遂げてきた自社SG国内型は、今日で
も同族関与が維持される傾向が見られた。この実態をど
のように理解すべきだろうか。

わが国医薬品業の成長モデルは、輸入型から輸出型に
シフトしていることが明らかとなった。各企業の戦略変化
に影響を与えた大きな要因は産業構造の変化であろう。
そして輸出型に転換した企業は同族関与が終焉する傾向
が見られた。このような「構造変化→戦略変化→同族交代」
という論理は一般的解釈であり、自社 SG国内型はその
論理で説明できない取引の仕組みを形成しているのかも
しれない。

例えば、薬効領域を限定することで、中間組織たる卸、
そして代理消費者たる医療機関、そして最終消費者であ
る患者、それらが限定されると推測される。そうである
ならば、一般的解釈と異なる医薬品取引の仕組みが存在
しても不思議ではない。よってより深く考察すれば、成長
モデルに合致する企業群が形成する一般的解釈の取引の
仕組みとは別の仕組みが存在するのか否か、その調査お
よび分析が必要となる。推測の域を超えないが、別の取
引の仕組みが存在し、それが同族関与の維持装置となっ
ていると筆者は考える。

6.	 おわりに：まとめと課題

本研究では、同族の経営関与の維持・終焉理由を紐
解くため戦略の変化に着目してきた。そこでSGの知見を
活用し対象企業をグループ化し、戦略変化と同族関与変
化に違いが生じていることを示した。まとめると次のよう
になる。

第一に、1970年代以降、輸入SGが競争優位を形成し
ていた。しかし、海外企業の対日戦略強化により輸入戦
略の選択が難しくなり、2000年代には競争の優位性を
失った。第二に、長期的視野の経営には安定した収益
構造が不可欠であり、輸入戦略がその実現に寄与した。
第三に、藤野（2014a）の結果と同様、輸出比率高めた
企業は同族の交代が進んだ。その実態は同族維持仮説
では説明できない。第四に、自社SG国内型は同族企業
が多い。それらは市場範囲を限定することで安定状態を



11

維持してきたと考えられる。
吉村（2007）や加護野（2008）は「長期的コミットメン

ト」に従い、同族の経営関与の維持について論じた。具
体的には、「長期化する研究開発期間」「継続的なコスト
とリスク負担」といった医薬品の製品化特性が同族的戦
略志向性と親和的である。だから同族が経営するのだと
彼らは論じた。本研究ではそれを同族維持仮説と位置付
けた。

これまでの議論を踏まえれば、長期的視野の経営とい
う同族的戦略志向性は企業成長の観点から有効的に作
用しているはずであり、本研究で取上げた医薬品業の特
性を踏まえれば、医薬品業の経営者にはそのような志向
性が不可欠であったと考えられる。

しかし、志向性だけでは企業経営は維持できない。経
営を円滑に進める上で安定的な収益基盤が不可欠であ
る。本研究の調査により輸入医薬が収益の安定化に大き
く寄与した時代があった事が明らかとなった。そのこと
から、堅実な収益構造は輸入医薬により形成され、そし
て維持されてきたと示唆することができる。そして形成さ
れた安定的な収益構造を背景とし、同族が長期的にコミッ
トすることで統治構造も安定した状態が維持されてきた。
それが本研究で提示される同族維持の論理である。

一方で、同族維持仮説が適合する時代と戦略、反対
に適合しないそれらがあることが本研究の調査で明らか
となった。その結果にもとづけば、同族維持仮説は、一
般的に言われる製品化特性および静態的な市場を想定し
たものであり、それほど単純化できないと指摘すること
ができる。

わが国の医薬品業では、これまで同族が経営に関与し
続けながら産業構造の変化に適応し成長を遂げた企業
が多かった。しかし、近年の変化に同族企業として適応
できない企業が増加したことが明らかとなった。その結
果から、過去の構造変化と現在のそれとは何が違うのか
を明らかにし、その上で同族維持仮説を検討し直す必要
がある。さらに自社SG国内型で同族関与が続く理由に
ついてもユニークな課題が設定された。今後、その課題
解明に着手していく。

本研究の貢献は、第一に、入手可能な公刊資料にもと
づき事実関係を明らかにしようと試みた。結果、何をもっ
て長期的な視野による経営が可能となったのかを具体的
に示したことにある。第二に、経時的に企業のポジショ
ニングを調査したことで、SG論的に言えば、移動障壁が
移動している事が明らかとなった。これは一時点を切り
取った分析では発見できない。

以上の事から、わが国の医薬品業においては、SG 論
の中心概念たる移動障壁と同族企業の維持・終焉という

現象は密接に結びついていると結論付けられる。
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注

1. 本 稿は、日本ベンチャー学会の学会誌『Venture 
Review』No.25に掲載いただいた「同族による経営
の維持と終焉の論理：医薬品産業における戦略変化
の検討を通して」を初稿とし、それに若干の議論追
加や修正を加え構成し直したものである。

2. GEは、「新医薬品に続いて承認を受け、市場に出さ
れる同種同効品」（日本医薬品卸業連合会広報部編，
1995，81頁）、である。

3. 紙幅の都合上、各医薬品の定義を取り上げることが
できない。日本医薬品卸業連合会広報部編（1995）
をもとに藤野（2015）がまとめている。そちらを参照
されたい。

4.  NCEの承認動向は『薬事ハンドブック』（各年版）
を活用しデータ収集を行ったが参照するNCEの承認
動向は名称が異なる時代がある。その変遷について
は藤野（2015）を参照されたい。

5. 本研究では桑嶋・松尾（1997）に倣いNCEとしてい
るが、NME（New Molecular Entity）とする研究も
ある。

6. 本研究では輸入戦略との差別化をはかるため「製造
承認」と記載有るものを「国内」と改めた。

7. 輸出売上高と輸入 NCEを戦略次元に用いるとすれば
それぞれが独立でない、という指摘があるかもしれ
ない。そこで相関係数の調査を行ったが、輸入 NCE
の承認件数と輸出比率は相関係数が低く、検定も有
意でないという結果を得た。今回は輸出比率と輸入
NCEの両変数は独立しているという結果に基づき戦
略次元とする。

8. ドラッグマガジン社の『ドラッグマガジン』では1988
年2月号から1989年12月号にかけて「青い目の見たニッ
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ポン医薬品市場」という連載があった。内容は示唆
に富み、海外実務家からみた医薬品産業の特異性が
垣間見える。一例をあげると、フォルカー・カイテル
氏（当時ヘキストジャパン専務取締役）は、「優れた
製品があっても、相互信用と信頼もとづいた流通経
路、適切な薬価を得るために医師会や厚生省との接
触、それらがなければ失敗する」、と指摘している。

9. 新医薬を主とする企業は40社中21社であったが、日
本ケミファ、日本ケミカル、協和発酵キリン、田辺三
菱、日本新薬の5社は必要な資料の入手が困難であっ
た。その為、本研究ではそれらを調査対象外とした。

10. 各調査の使用資料は藤野（2015）を参照されたい。

11. 輸入 NCEの承認件数を軸に輸入 SGと自社 SGとを
分類しているため、国内NCEを取得していない企業
も自社 SGに分類される。よって必ずしも自社戦略と
呼べない企業も存在する。それが本研究におけるSG
選別の限界である。

12. 大日本は2005年に住友製薬と合併している。資料収
集の関係上、アステラス等とは異なり、合併前の住
友製薬の動向を明らかに出来ていない。しかし、各
NCEのデータは入手可能であった。そのため合併後
のNCEの動向のみ住友系の承認件数を含めている。

13. 各マップで円が重なりポジションが読み取りにくい個
所がいくつかある。そのような個所には矢印を加え補
足し、さらに一方の円の色を薄くするなど加工を行っ
た。また2000年代のマップに限り、読み取りにくい
複数の円を点線で囲み該当企業の企業名横に社長の
出自の記号を付している。

14. 2000年代におけるSG別平均売上高の記述は他の年
代の記述方法と異なり企業名上部に記述している。
さらに企業名下部に輸出型と国内型に分類後の平均
値を記述している。

15. 他の長期的な資金調達源としてメインバンク制が想定
される。三戸（2001）によれば、医薬品業は他産業
と比べメインバンクとの関係が限定的であったと指摘
しており、本研究はその立場を踏襲する。

16. 桑嶋・小田切（2003）では国産新薬開始（1960年以降）
の構造変化については区切りを示していない。本研
究で示したNCE調査にもとづけば、「国際新薬開始」
とされる区切りの後に、「輸入医薬にもとづく学習期」

（1990年ごろまで）と「自社開発勃興期」（それ以降）
のような分類を追加することが可能と考える。それを
示すには、NCEの承認件数の特徴と連関し、医薬品
の取引システムが変化した事を明らかにする必要があ

ると考える。それらを示すことにより、産業構造変化
の新たな区切が提案可能と考える。現在、そのような
課題を設定し新たな研究に取組んでいる。
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